３－（１）定款変更認可申請書

定款変更認可申請書の添付書類

（作成上の注意）

１．書類は、各２部作成してください。（申請書及び添付書類の必要部数）
２．原本に公印等の押印のある文書の写しを添付する場合には、適切な証明権者の原本証明を行ったものを添付してください。
３．説明中、「原本」の記載があるものは提出部数中１部を原本とし、１部は原本の写しに原本証明を行ったものを添付してください。

※　原本証明の例：
	この写しは、原本と相違ないことを証明する。
　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　社会福祉法人○○○会
　　　　　 　　　 理事長　○○　○○（理事長印）


＜添付書類＞
必ず添付する書類
	Ｎｏ．
	書類名
	説明

	１
	新定款
	

	２
	評議員会の議事録（定款変更に係る）
	写し（要原本証明）


Ａ　目的（第１条）を変更する場合

	Ｎｏ．
	書類名
	説明

	３
	目的（第１条）を変更する具体的理由書
	任意様式


Ｂ　事業変更
Ｂ－１事業廃止
	Ｎｏ．
	書類名
	説明

	４
	事業廃止に係る具体的理由書
	任意様式

	５
	事業廃止認可書（届出受理書）
	写し（要原本証明）

	６
	財産目録
	前年度末日における財産目録


	７
	廃止事業用財産目録
	廃止事業に係る財産の目録

	８
	上記「７廃止事業用財産目録」記載不動産に係る登記事項証明書（登記簿謄本）
	原本又は写し（要原本証明）



	９
	上記「７廃止事業用財産目録」記載固定資産物品のリスト
	

	１０
	上記「９固定資産物品」の評価書
	写し(要原本証明）

	１１
	上記「７廃止事業用財産目録」記載現金の残高証明書
	原本又は写し（要原本証明）

申請時直近のもので､複数ある場合は証明現在日が同日のもの

	１２
	上記「７廃止事業用財産目録」記載現金の保有証明書
	写し（要原本証明）

	１３
	上記「７廃止事業用財産目録」記載有価証券の保有証明書
	原本又は写し（要原本証明）

	１４
	上記「７廃止事業用財産目録」記載財産の使途及び処分方法説明書
	任意様式


Ｂ－２　事業追加
	Ｎｏ．
	書類名
	説明

	１５
	財産目録
	前年度末日における財産目録

	１６
	追加事業用財産目録
	追加事業に係る財産目録

	１７
	上記「１６追加事業用財産目録」記載不動産の登記事項証明書（登記簿謄本）
	原本又は写し（要原本証明）

	１８
	上記「１７不動産」に係る評価鑑定書（請負契約書・売買契約書）
	原本又は写し（要原本証明）


	１９
	上記「１６追加事業用財産目録」記載固定資産物品の明細書
	

	２０
	上記「１６追加事業用財産目録」記載現金の残高証明書
	原本又は写し（要原本証明）

申請時直近のもので､複数ある場合は証明現在日が同日のもの

	２１
	上記「１６追加事業用財産目録」記載有価証券の保有証明書
	原本又は写し（要原本証明）

	２２
	上記「１６追加事業用財産目録」記載現金の贈与契約書
	写し（要原本証明）

	２３
	上記「２２贈与者」に係る身分証明書及び印鑑登録証明書
	原本又は写し（要原本証明）

	２４
	当該事業の第１年度収支予算書
	

	２５
	当該事業の第１年度事業計画書
	

	２６
	当該事業の第２年度収支予算書
	

	２７
	当該事業の第２年度事業計画書
	

	２８
	当該事業に係る事業者指定書、事業の委託契約書、補助金の交付通知書及び補助要綱、施設の設置認可書
	写し（要原本証明）

	２９
	当該事業に係る職員名簿
	

	３０
	施設長（管理者）就任承諾書、施設長(管理者）予定者の履歴書
	写し（要原本証明）

	３１
	室種別面積表
	

	３２
	図面（附近見取図、配置図、平面図、立面図）
	

	３３
	地上権設定契約書又は土地賃貸借契約書
	写し（要原本証明）


	３４
	地上権設定登記又は借地権設定登記の誓約書
	写し（要原本証明）

	３５
	上記「３４」権利設定対象物件に係る土地登記事項証明書（登記簿謄本）
	原本又は写し（要原本証明）

	３６
	上記「１６追加事業用財産目録」及び｢３３」記載の不動産所有者が法人である場合

ア　法人登記事項証明書（登記簿謄本）
イ　法人規則（定款）

ウ　法人規則及び法律等に定める手続証明書類(議事録・公告等）
	ア　原本又は写し（要原本証明）

イ　写し（要原本証明）

ウ　写し（要原本証明）


Ｂ－２－イ　追加事業に係る建物を建築する場合、以下の書類を添付
	Ｎｏ．
	書類名
	説明

	３７
	建物概要書（構造・面積等）
	建物概要書様式を参照

	３８
	建設計画書
	建物建設計画書様式を参照

	３９
	法人名義所有権保存登記誓約書
	

	４０
	補助金（交付金）交付書又は内示書
	写し（要原本証明）

	４１
	借入金貸付内定通知書又は申込書
	写し（要原本証明）

	４２
	借入金償還計画書
	

	４３
	借入金償還財源に充てる償還金贈与契約書
	写し（要原本証明）

	４４
	上記「４３」に係る贈与者の所得証明書
	写し（要原本証明）

	４５
	上記「４３」に係る贈与者の資産証明書
	写し（要原本証明）

	４６
	上記「４３」に係る贈与者の印鑑登録証明書
	写し（要原本証明）

	４７
	自己資金を法人が償還財源とする場合

ア　償還財源説明書

イ　当該年度収支予算書

ウ　前年度収支決算書
	

	４８
	上記「４３」に係る贈与者が法人（又は任意団体）である場合
ア　法人登記事項証明書（登記簿謄本）
イ　寄附意思を表示する役員会議事録謄本

ウ　過去２年度間の収支決算書
	ア　原本又は写し（要原本証明）
イ　写し（要原本証明）

	※４３から４８までの書類について

｢４１」で独立行政法人福祉医療機構の貸付内定通知書の写しがある場合は省略可とする

	４９
	自己資金残高証明書
	原本又は写し（要原本証明）
申請時直近のもので､複数ある場合は証明現在日が同日のもの

	５０
	贈与金贈与契約書
	写し（要原本証明）

	５１
	上記「５０」に係る贈与者の身分証明書及び印鑑登録証明書
	原本又は写し（要原本証明）

	５２
	上記「５０」の贈与契約により受入れた法人名義残高証明書
	原本又は写し（要原本証明）
申請時直近のもので､複数ある場合は証明日が同日のもの

	５３
	建物建設請負契約書
	写し（要原本証明）

	５４
	設計監理業務委託契約書
	写し（要原本証明）

	５５
	購入予定固定資産物品明細書
	

	５６
	業者への支払済代金受領書
	写し（要原本証明）


Ｃ　役員・評議員定数変更
	Ｎｏ．
	書類名
	説明

	５７
	増員理由書
	増員する場合　任意様式

	５８
	減員理由書
	減員する場合　任意様式

	５９
	役員・評議員名簿
	

	６０
	就任予定者の選任関係書類
	写し（要原本証明）

	６１
	辞任予定者の辞任内諾書
	写し（要原本証明）減員人数分必要


Ｄ　基本財産減
	Ｎｏ．
	書類名
	説明

	６２
	財産目録
	

	６３
	基本財産処分理由書
	任意様式

	６４
	処分対象物件の登記事項証明書（登記簿謄本）
	原本又は写し（要原本証明）

	６５
	処分対象物件の評価鑑定書
	写し（要原本証明）

	６６
	売却金の使途等の説明書
	任意様式

	６７
	代替物件の建設計画及び関係書類
	

	６８
	代替物件の資金計画書及び関係書類
	

	６９
	代替物件建設中の事業継続関係書類
	


様式第４号（第４条関係）
年　　月　　日

門真市長（氏　　　　名）様

社会福祉法人定款変更認可申請書

社会福祉法人の定款変更の認可を受けたいので、社会福祉法第45条の36第２項の規定により、次のとおり申請します。

記
	申請者
	主たる事務所の所在地
	〒　　－
TEL（　　　）　　　－　　　

FAX（　　　）　　　－　　　

	
	ふりがな
	

	
	名称
	

	
	ふりがな
	

	
	理事長の氏名
	（印）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	定款変更の内容及び理由
	内　　　　　　　容
	理　　由

	
	変更前の条文
	変更後の条文
	

	
	　
	　
	　


注意
１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。
２　記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜、用紙の枚数を増加し、この様式に準じた申請書を作成すること。
また、変更前の条文と変更後の条文を対比表とすることが困難な場合には、対比表の形式によらないことも差し支えないこと。
３　この申請書には、社会福祉法施行規則第３条第１項各号に掲げる書類を添付するとともに、当該定款変更の内容に応じ、同条第２項又は第３項に規定する書類を添付すること。(次頁からの一覧表を参照のこと。)
４　記名押印に代えて署名することができる。

建物概要書（例）

	建物概要書
所　在　地

構　　　造

面　　　積　　　　　総延面積　　　　　　　　　　　　　　㎡

　　　　　　　　　　　建築面積　　　　　　　　　　　　　　㎡

　室種別面積　

	
	室の名称
	室　数
	面　積
	室の名称
	室　数
	面　積
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	計
	
	
	

	
	
	


建物建設計画書（例）

	○○○○建設計画書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人○○○会

  １　施設名
  ２　経営主体
  ３　設置場所
  ４　収容定員
  ５　敷地の面積
  ６　規模及び構造　　　　　　　　　　　造　地上　　階　地下　　階建

  　　　　　　　　　　　　　１階床面積　　　　　　　　　　　　　　　㎡

  　　　　　　　　　　　　　２階床面積　　　　　　　　　　　　　　　㎡

  　　　　　　　　　　　　　３階床面積　　　　　　　　　　　　　　　㎡

  　　　　　　　　　　　　　延床面積　　　　　　　　　　　　　　　㎡

  ７　配置図及び平面図　　　別紙のとおり

  ８　整備費収入内訳

  　　　　　　　　　　　　　　年度国・府補助金　　　　　　　　　　　　円

  　　　　　　　　　　○　○　市（町村）補助金　　　　　　　　　　　　円

  　　　　　　　　　　独立行政法人福祉医療機構借入金　　　　　　　　　　円

  　　　　　　　　　　○　○　○　○　借　入　金　　　　　　　　　　　　円

  　　　　　　　　　　自己資金　　　　　　　　　　　　円
  　　　　　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

  ９　整備費支出内訳

  　　　　　　　　　　建築本体工事費　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

  　　　　　　　　　　附帯設備工事費　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

  　　　　　　　　　　設計監理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

  　　　　　　　　　　初度調弁費　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

  　　　　　　　　　　敷地造成工事費　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
  　　　　　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

  10　工事予定期間

  　　　　　　　　　　建築工事着手　　　　　　　　　　年　　月　　日

  　　　　　　　　　　竣工予定　　　　　　　　　　年　　月　　日

  11　施設運営開始　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日




３－（２）定款変更届

（注１）この様式は、１．事務所の所在地変更、２．基本財産増、３．公告の方法の変更により、定款を変更した場合にのみ使用します。これ以外の事項と併せて定款変更を行った場合（所在地変更に伴って社会福祉法第３０条の所轄庁が変更になる場合を含む）は３－(１)の「定款変更認可申請書」を使用して下さい。

（注２）提出部数：届出書、添付書類ともに各１部

（注３）記名押印に代えて署名することができます。
（注４）議事録については適切な証明権者による原本証明を行った写しを提出してください。
【参考】

社会福祉法
第四十五条の三十六　定款の変更は、評議員会の決議によらなければならない。

２　定款の変更（厚生労働省令で定める事項に係るものを除く。）は、所轄庁の認可を受けなければ、その効力を生じない。

３　　略

４　社会福祉法人は、第二項の厚生労働省令で定める事項に係る定款の変更をしたときは、遅滞なくその旨を所轄庁に届け出なければならない。
社会福祉法施行令（厚生労働省令）

第四条　法第四十五条の三十六第二項に規定する厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　法第三十一条第一項第四号に掲げる事項

二　法第三十一条第一項第九号に掲げる事項（基本財産の増加に限る。）

三　法第三十一条第一項第十五号に掲げる事項

２　　略
社会福祉法
第三十一条　　略

一 ～ 三　　略

四　事務所の所在地

五 ～ 八　　略

九　資産に関する事項

十 ～十四　　略

十五　公告の方法
様式第５号（第５条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年  　月　  日
　門真市長（氏　　　　名）様
所在地
名　称
理事長      　　　　　 　（印）
社会福祉法人定款変更届出書
　社会福祉法人の定款変更を行ったので、社会福祉法第45条の36第２項の規定により、下記の書類を添えて届け出ます。

記
添付書類（写しについては、要原本証明）

　

１　定款の新旧の比較対照表及び事由
　

２　議事録（写し）
　

３　変更後の定款
４　残高証明書又は不動産登記事項証明書（基本財産増加の場合のみ）
５　法人登記事項証明書（事務所の所在地変更の場合のみ）
３－（３）基本財産処分承認申請書

基本財産処分承認申請書の添付書類
（作成上の注意）

１．書類は、各２部作成してください。（申請書及び添付書類の必要部数）
２．原本の写しを添付する場合は、適切な証明権者の原本証明を行ったものを添付してください。
３．説明中、「原本」の記載があるものは提出部数中１部を原本とし、１部は原本の写しに原本証明を行ったものを添付してください。

※　原本証明の例：
	この写しは、原本と相違ないことを証明する。
　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　社会福祉法人○○○会
　　　　　 　　　 理事長　○○　○○（理事長印）


４．申請は事前に行ってください。やむを得ない事情により事後になる場合は、当課との相談、協議を経たうえで、遅延理由書を添付する等、その指示に従ってください。

５．国庫補助等による老朽社会福祉施設改築の場合は、基本財産処分承認申請は不要です。
＜添付書類＞
○必ず添付するもの
	Ｎｏ．
	書類名
	説明

	１
	財産目録
	前年度末現在のもの

	２
	定款
	

	３
	理事会の議事録（基本財産処分に係る）
	写し（要原本証明）


	４
	評議員会の議事録（基本財産処分に係る）
	写し（要原本証明）

	５
	基本財産処分理由書
	申請書記載の場合省略可


○不動産の処分時に必要なもの
	Ｎｏ．
	書類名
	説明

	６
	処分対象物件の登記事項証明書（登記簿謄本）
	原本

	７
	処分対象物件の評価鑑定書(売却等する場合）
	写し（要原本証明）

	８
	売却金の使途等の説明書
	

	９
	代替物件の建設計画書及び関係書類
	

	１０
	代替物件の資金計画書及び関係書類
	

	１１
	代替物件建設中の事業継続関係書類
	


○現金の処分時に必要なもの
	Ｎｏ．
	書類名
	説明


	１２
	処分対象現金の預貯金残高証明書
	原本､申請時直近のもの｡
複数ある場合､証明日現在日が同日のもの。

	１３
	処分金の使途等の説明書
	


 (様式例)

	基本財産処分承認申請書

	申　　請　　者
	主たる事務所の所在地
	（〒　　－　　　）

（TEL　　　－　　　－　　　）（FAX　　　－　　　－　　　）

	
	ふ　　り　　が　　な

名　　　　　　　称
	

	
	理事長の氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（理事長印）

	申　請　年　月　日
	　　　　年　　　　月　　　　日

	基本財産処分の内容
	

	基本財産を処分する理由
	

	処　分　物　件
	


（注意）

１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。

２　基本財産処分の内容欄には、処分の種類(売却、賃貸等)、処分の相手方（買主、借主等)、処分の対価（売買価格、賃貸料等）等を記載すること。

３　処分物件の欄には、処分する基本財産を具体的に記載すること。例えば、建物については、各棟ごとに所在地、種類、構造及び床面積並びに申請時における具体的な用途を、土地については、各筆ごとに所在地、地目及び地積並びに申請時における具体的な用途を記載すること。

４　この申請書には、次の書類を添付すること。

  (１) 定款に定める手続を経たことを証明する書類 

   (２) 財産目録

   (３) 処分物件が不動産の場合は、その価格評価書
５　この申請書の提出部数は、正本１通、副本１通とすること。

６　記名押印に代えて署名することができる。
３－（４）基本財産担保提供承認申請書

一般的留意事項

・基本財産は法人存立の基礎となるものであり、これを担保に供するについては、法人が経営する社会福祉事業の継続及び法人の存続のため真にやむを得ない場合に限られるべきものです。

・その承認の審査にあたっては、担保提供の目的の妥当性、担保提供の必要性、担保提供方法の妥当性、担保提供に係る意思決定の適法性等を総合的に考慮して判断するものとされています。

・そのため、事案によっては、下記一覧に記載のない資料を徴することがあり、また審査の結果承認されない場合があるので留意してください。
基本財産担保提供承認申請書の添付書類
（作成上の注意）

１．書類は、各２部作成してください。（申請書及び添付書類の必要部数）
２．原本の写しを添付する場合は、適切な証明権者の原本証明を行ったものを添付してください。
３．説明中、「原本」の記載があるものは提出部数中１部を原本とし、１部は原本の写しに原本証明を行ったものを添付してください。

※　原本証明の例：
	この写しは、原本と相違ないことを証明する。
　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　社会福祉法人○○○会
　　　　　 　　　 理事長　○○　○○（理事長印）


４．申請は事前に行ってください。やむを得ない事情により事後になる場合は、当課との相談、協議を経たうえで、遅延理由書を添付する等、その指示に従ってください。

５．独立行政法人福祉医療機構への担保提供の場合及び独立行政法人福祉医療機構と協調融資に関する契約を結んだ民間金融機関への担保提供の場合、本申請は不要です。

＜添付書類＞
○必ず添付するもの
	Ｎｏ．
	書類名
	説明

	１
	財産目録
	前年度末現在のもの

	２
	定款
	

	３
	理事会の議事録（基本財産担保提供に係る）
	写し（要原本証明）

	４
	評議員会の議事録（基本財産担保提供に係る）
	写し（要原本証明）

	５
	担保物件の登記事項証明書（登記簿謄本）
	原本

	６
	担保物件の評価鑑定書
	原本

	７
	借入金に係る貸付決定（内示）書
	写し（要原本証明）

	８
	金銭消費貸借契約書
	写し（要原本証明）

	９
	借入金年次償還計画書
	

	１０
	借入金年次償還財源贈与契約書
	写し（要原本証明）

	１１
	借入金で行う事業の収支計算書
	


○寄付金を償還財源とする場合に添付する書類
	Ｎｏ．
	書類名
	説明

	１２
	借入金年次償還財源贈与者身分証明書及び

印鑑登録証明書
	原本

	１３
	借入金年次償還財源贈与者所得証明書及び

資産証明書
	贈与者が法人である場合は、当該法人の定款、贈与についての役員会議事録謄本、過去２年間の収支決算書、法人登記事項証明書（登記簿謄本）。原本。


○法人の自己資金を償還財源とする場合に添付する書類
	Ｎｏ．
	書類名
	説明

	１４
	償還財源説明書
	財源の出所及び償還額の根拠がわかる計算書

	１５
	当該年度収支予算書
	

	１６
	前年度収支決算書
	


（様式例）

	基本財産担保提供承認申請書

	申　　請　　者
	主たる事務所の所在地
	（〒　　－　　　）

（TEL　　　－　　　－　　　）（FAX　　　－　　　－　　　）

	
	ふ　　り　　が　　な

名　　　　　　　称
	

	
	理事長の氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（理事長印）

	申　請　年　月　日
	　　　　年　　　　月　　　　日

	資 金 借 入 れ の 理 由
	

	借入金で行う事業の概要
	

	資  金  計  画
	

	担保提供に係る借入金
	借 入 先
	

	
	借入金額
	

	
	借入期間
	

	
	借入利息
	

	
	償還方法
	

	
	償還計画
	

	担保物件
	


（注意）
１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。
２　記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜用紙（大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。)の枚数を増加し、この様式に準じた申請書を作成すること。
３　償還計画の欄には、償還についての年次計画を記載するとともに、その償還財源を明記すること。

４　担保物件の欄には、担保に供する基本財産を具体的に記載すること。例えば、建物については、各棟ごとに所在地、種類、構造及び床面積並びにその具体的な用途を、土地については、各筆ごとに所在地、地目及び地積並びにその具体的な用途を記載すること。なお、既に担保に供している物件をさらに担保に供するときは、その旨を附記すること。
５　この申請書には、次の書類を添附すること。
(１) 定款に定める手続を経たことを証明する書類 (２) 財産目録 (３) 償還財源として寄付を予定している場合は、法人と寄付者の間の贈与契約書の写

６　この申請書の提出部数は、正本１通、副本１通とすること。
７　資金借入れ以外の理由で、基本財産を担保に供する場合には、この様式によらないで、適宜申請書（左横書きとし、用紙は日本産業規格Ａ列４番とする。)を作成すること。
８　記名押印に代えて署名することができる。
３－（５）合併認可申請書
一般的留意事項
・合併の認可には事前審査が必要となる場合があるので、この申請書を作成する前に、あらかじめ提出先（存続又は新設する法人の所轄庁）に相談してください。

・合併の認可後、効力発生までには所定の公告期間が２か月以上必要となることに留意してください。（法第５３条第１項、第５４条の３第１項、第５４条の９第１項）

合併認可申請書の添付書類
（作成上の注意）

１．書類は、各２部作成してください。（申請書及び添付書類の必要部数）
２．原本に公印等の押印のある文書の写しを添付する場合には、適切な証明権者の原本証明を行ったものを添付してください。
３．説明中、「原本」の記載があるものは提出部数中１部を原本とし、１部は原本の写しに原本証明を行ったものを添付してください。

※　原本証明の例：
	この写しは、原本と相違ないことを証明する。
　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　社会福祉法人○○○会
　　　　　 　　　 理事長　○○　○○（理事長印）


＜添付書類＞
【Ａ】合併する各法人に係る書類
	Ｎｏ．
	書類名
	説明

	１
	合併理由書
	

	２
	理事会の議事録
	合併・財産確認・財産承継・役員解任、

写し（要原本証明）

	３
	評議員会の議事録
	合併・財産確認・財産承継・役員解任、

写し（要原本証明）

	４
	定款
	

	５
	財産目録及び貸借対照表
	合併予定日前日現在のもの

	６
	財産目録記載不動産の所有権移転登記誓約書
	原本

	７
	財産目録記載不動産の登記事項証明書（登記簿謄本）
	原本

	８
	財産目録記載固定資産物品の明細書
	

	９
	財産目録記載現金の残高証明書
	原本。複数ある場合は証明現在日が同日のもの。

	１０
	財産目録記載有価証券の保有証明書
	原本。複数ある場合は証明現在日が同日のもの。

	１１
	財産目録記載現金の理事長保管証明書
	原本。複数ある場合は証明現在日が同日のもの。

	１２
	財産目録記載負債を証明する書類
	写し（要原本証明）

	１３
	財産目録記載財産の承継書類
	

	１４
	法人登記事項証明書（登記簿謄本）
	原本

	１５
	役員・評議員名簿
	

	１６
	当該年度仮決算書
	合併予定日前日現在のもの

	１７
	当該年度収支予算書
	

	１８
	当該年度事業計画書
	

	１９
	前年度収支決算書
	

	２０
	前年度事業報告書
	


【Ｂ】合併後の法人に係る書類
	Ｎｏ．
	書類名
	説明

	２１
	財産目録
	合併予定日現在のもの

	２２
	定款
	

	２３
	土地賃貸借契約書
	写し（要原本証明）

	２４
	借地権設定登記契約書
	写し（要原本証明）

	２５
	借地に係る土地登記事項証明書（登記簿謄本）
	原本

	２６
	当該年度収支予算書
	

	２７
	当該年度事業計画書
	

	２８
	次年度収支予算書
	

	２９
	次年度事業計画書
	

	３０
	就任予定の役員・評議員名簿
	役職、氏名及び親族等特殊関係（注）、欠格事由の該当の有無等

	３１
	就任予定の役員及び評議員の履歴書
	

	３２
	就任予定の役員及び評議員の就任承諾書
	写し（要原本証明）

	３３
	委任状
	新設合併の場合のみ


（注）役員又は評議員について、法に定める各特殊の関係に該当する場合は、その関係を説明する事項を当該名簿に記載、又は説明する事項を記載した書類を添付すること。

様式第８号（第８条関係）

年　　月　　日

門真市長（氏　　　　名）様

社会福祉法人合併認可申請書（新設合併用）

社会福祉法人の合併の認可を受けたいので、社会福祉法第49条第２項の規定により、次のとおり申請します。

記
	申請者
	主たる事務所の
所在地
	〒　　－
TEL（　　　）　　　－　　　　FAX（　　　）　　　－　　　

	
	ふりがな
	

	
	名称
	

	
	ふりがな
	

	
	理事長の氏名
	（印）　

	
	設立事務
共同執行者
	住所
	〒　　－
TEL（　　　）　　　－　　　FAX（　　　）　　　－　　　

	
	
	氏名
	（印）

	
	主たる事務所の
所在地
	〒　　　－
TEL（　　　）　　　－　　　FAX（　　　）　　　－　　　

	
	ふりがな
	

	
	名称
	

	
	ふりがな
	

	
	理事長の氏名
	（印）　

	
	設立事務
共同執行者
	住所
	〒　　　－
TEL（　　　）　　　－　　　FAX（　　　）　　　－　　　

	
	
	氏名
	（印）

	合併する理由
	　


	合併により
設立する法人
	主たる事務所の
所在地
	〒　　　　　－
TEL（　　　）　　　－　　　FAX（　　　）　　　－　　　

	
	ふりがな
	

	
	法人の名称
	

	
	事業の種類
	社会福祉事業
	第一種
	　

	
	
	
	第二種
	　

	
	
	公益事業
	　

	
	
	収益事業
	　


	 合併により設立する法人
	資　産
	純資産
⑤－⑥
	内　　　　　　　　　　　　　訳

	
	
	
	社会福祉事業用財産
	③公益事業用財産
	④収益事業用財産
	⑤財産計　　　　①+②+③+④
	⑥負債

	
	
	
	①基本財産
	②その他財産
	
	
	
	

	
	
	 円
	円
	円
	円
	円
	円
	円

	
	役員等となるべき者
	理事監事評議員の別※
	氏　名
	親族等の特殊関係者の有無
	役員の資格等（該当に○）
	他の社会福祉法人の理事長への就任状況

	
	
	
	
	
	事業経営識見
	地域福祉関係
	管理者
	事業識見
	財務管理識見
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	有
無
	法人名

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※　理事のうち、理事長については〇を付けること。
注意
１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。
２　記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜、用紙の枚数を追加し、この様式に準じた申請書を作成すること。
３　この申請書には、社会福祉法施行規則第６条第１項第１号から第４号までに掲げる書類を添付すること。
４　記名押印に代えて署名することができる。
様式第９号（第８条関係）

年　　月　　日

門真市長（氏　　　　名）様

社会福祉法人合併認可申請書（吸収合併用）

社会福祉法人の合併の認可を受けたいので、社会福祉法第49条第２項の規定により、次のとおり申請します。

記

	申請者
	主たる事務所の所在地
	〒　　－
TEL　　（　　　）　　－　　　FAX　（　　　）　　　－

	
	ふりがな
	

	
	名称
	

	
	ふりがな
	

	
	理事長の氏名
	（代表者印）　

	
	主たる事務所の所在地
	〒　　　－
TEL　　（　　　）　　－　　 FAX（　　　）　　　－

	
	ふりがな
	

	
	名称
	

	
	ふりがな
	

	
	理事長の氏名
	（代表者印）　

	合併する理由
	　


	ふりがな
	

	合併により消滅する

法人の名称
	

	合併後存続する法人
	主たる事務所の所在地
	〒　　　　　－
TEL　　　（　　　）　　－　　 FAX（　　　）　　  －　　　

	
	ふりがな
	

	
	法人の名称
	

	
	事業の種類
	社会福祉事業
	第一種
	　

	
	
	
	第二種
	　

	
	
	公益事業
	　

	
	
	収益事業
	　


	合　　
併

に
よ
り

存

続
す

る

法

人
	資　産
	純資産⑤－⑥
	内　　　　　　　　　　　　　訳

	
	
	
	社会福祉事業用財産
	③公益事業用財産
	④収益事業用財産
	⑤財産計　　　　　①＋②＋③＋④
	⑥負債

	
	
	
	①基本財産
	②その他　財産
	
	
	
	

	
	
	 円
	円
	円
	円
	円
	円
	円

	
	役員等
	役
員

等
と
な
る
べ
き
者
	理事監事評議員の別※
	氏名
	親族等の特殊関係者の有無
	役員の資格等　　　　（該当に○）
	他の社会福祉法人の理事長への就任状況

	
	
	
	
	
	
	事業経営識見
	地域福祉関係
	管理者
	事業識見
	財務管理識見
	有

　無
	法　人　名

	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	
	新

た

に

役

員

等

と

な

る

者
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	

	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	


　※　理事のうち、理事長については〇を付けること。

注意
１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。
２　記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜、用紙の枚数を追加し、この様式に準じた申請書を作成すること。
３　この申請書には、社会福祉法施行規則第６条第１項第１号から第４号までに掲げる書類を添付すること。
４　記名押印に代えて署名することができる。
３－（６）解散認可・認定申請書
一般的留意事項

・法第４６条第１項第１号による解散の場合は所轄庁の認可を、同項第３号による解散の場合は所轄庁の認定を申請してください。

解散認可・認定申請書の添付書類
（作成上の注意）

１．書類は、各２部作成してください。（申請書及び添付書類の必要部数）
２．原本に公印等の押印のある文書の写しを添付する場合には、適切な証明権者の原本証明を行ったものを添付してください。
３．説明中、「原本」の記載があるものは提出部数中１部を原本とし、１部は原本の写しに原本証明を行ったものを添付してください。

※　原本証明の例：
	この写しは、原本と相違ないことを証明する。
　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　社会福祉法人○○○会
　　　　　 　　　 理事長　○○　○○（理事長印）


＜添付書類＞
	Ｎｏ．
	書類名
	説明

	１
	評議員会の議事録
	解散・残余財産帰属・清算人選任
（要原本証明）

	２
	定款
	

	３
	財産目録及び貸借対照表
	

	４
	財産目録記載不動産の登記事項証明書（登記簿謄本）
	原本

	５
	財産目録記載不動産の評価鑑定書
	原本

	６
	財産目録記載固定資産物品の明細書
	

	７
	財産目録記載固定資産物品の評価書
	原本

	８
	財産目録記載現金の残高証明書
	原本｡複数ある場合は証明現在日が同日のもの。

	　９
	財産目録記載有価証券の保有証明書
	原本｡複数ある場合は証明現在日が同日のもの。

	１０
	財産目録記載現金の理事長保管証明書
	原本｡複数ある場合は証明現在日が同日のもの。

	１１
	財産目録記載負債の残高証明書
	

	１２
	財産目録記載財産の残余財産帰属者への贈与契約書
	写し（要原本証明）

	１３
	財産目録記載財産の残余財産帰属者の贈与請書
	写し（要原本証明）

	１４
	法人登記事項証明書（登記簿謄本）
	原本

	１５
	役員・評議員名簿
	

	１６
	当該年度仮決算書
	

	１７
	清算人就任内諾書
	写し（要原本証明）


様式第６号（第６条関係）

年　　月　　日

門真市長（氏　　　　名）様

社会福祉法人解散認可（認定）申請書

　社会福祉法人の解散の認可（認定）を受けたいので、社会福祉法第46条第２項の規定により、次のとおり申請します。

記

	申請者
	主たる事務所の 所 在 地
	〒　　　－
TEL（　　　）　　　－　　　

FAX（　　　）　　　－　　　　　　　　

	
	ふりがな
	　

	
	名称
	

	
	ふりがな
	　

	
	理事長氏名
	（印）

	解散の理由
	　

	資
産
	純資産
⑤－⑥
	内　　　　　　　　　　　　訳

	
	
	社会福祉事業用財産
	③公益事業用財産
	④収益事業用財産
	⑤財産計　　　　　①＋②＋③＋④
	⑥負債

	
	
	①基本財産
	②その他財産
	
	
	
	

	
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円

	残余財産処分方法
	　


注意
１　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。
２　この申請書には、社会福祉法施行規則第５条第１項各号に掲げる書類を添付すること。
３　記名押印に代えて署名することができる。
様式第７号（第７条関係）

年　　月　　日

門真市長（氏　　　　名）様

社会福祉法人解散届出書

　社会福祉法人を解散したので、社会福祉法第46条第３項の規定により、次のとおり届け出ます。

記

	届

出

者
	主たる事務所の所在地
	〒　　　－
TEL（　　　）　　　－　　　

FAX（　　　）　　　－　　　　　　　　

	
	ふりがな
	　

	
	名称
	

	
	ふりがな
	　

	
	理事長氏名
	（印）

	解散の理由
	　

	資
産
	純資産
⑤－⑥
	内　　　　　　　　　　　　訳

	
	
	社会福祉事業用財産
	③公益事業用財産
	④収益事業用財産
	⑤財産計
①＋②＋③＋④
	⑥負債

	
	
	①基本財産
	②その他財産
	
	
	
	

	
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円

	残余財産処分方法
	　


注意　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。
３－（７）不動産使用証明願
不動産使用証明願の添付書類
（作成上の注意）

１．書類は各１部作成してください。（証明願は２部必要）
２．記載にあたっては、不動産登記簿に記載された物件の表示と同一にしてください。

（｢番地」と「番」の違いに注意してください。また、省略型の記載（｢○町○丁目○番地」を「○町○－○」と記載）は不可｡）
３．原本の写しを添付する場合は、適切な証明権者の原本証明を行ったものを添付してください。
※　原本証明の例：
	この写しは、原本と相違ないことを証明する。
　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　社会福祉法人○○○会
　　　　　 　　　 理事長　○○　○○（理事長印）


＜添付書類＞
１．不動産登記事項証明書（登記簿謄本）（新築の建物は表示登記をしたもの）

２．基本財産編入及び定款変更誓約書（既に基本財産となっている場合は不要）
	(あて先）
　　　　　　　年　　月　　日
○○市長　様

社会福祉法人○○○会　
理事長○○○○（理事長印）

基本財産編入及び定款変更誓約書

標記について、本法人が今回証明を申請する下記の不動産については、登記手続き完了後、これを基本財産に編入し、これにかかる定款変更手続を行うことを誓約します。
記

（証明を受けようとする不動産）
所在地、床面積等（登記事項証明書（登記簿謄本）どおり記載）


３．担保提供説明書（当該不動産が担保に供されている場合。ただし、独立行政法人福祉医療機構（独立行政法人福祉医療機構との協調融資を含む）及び大阪府社会福祉協議会からの借入れに伴う担保提供は除く｡）

４．ア　当該不動産建設又は購入に係る収支計算書（建設又は購入の場合）

イ　当該不動産の贈与契約書及び印鑑登録証明書（原本）（贈与される場合）

５．ア　当該不動産の売買契約書、代金受領書及び建物引渡書（購入の場合）

イ　当該不動産の工事請負契約書、設計監理契約書、代金受領書及び建物引渡書（建設の場合）

ウ　当該土地の賃借契約書又は地上権設定契約書（賃借権等を設定する場合）

６．代金の支払いが完了していないときは、代金支払確約書を添付すること。
３－（７）－① 不動産使用証明願（保育所及び認定こども園以外用）　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　（様式例）

	　      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　年　　月　　日

　○○市長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　法人名

　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　  　　　　　　　 (理事長印)
登録免許税法別表第３の１０の項の第３欄の第１号に掲げる登記に係る証明願

　

登録免許税法第４条第２項の規定による登録免許税の非課税措置を受けるため、　下記の不動産に係る登記が同法別表第３の１０の項の第３欄の第１号に該当することについて、同法施行規則第３条第１号の規定により証明くださるよう申請します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記



	
	証明を受けようとする不動産
	所　　　在
	地番又は家屋番号
	地目又は建物の種類・構造
	地積又は

床 面 積
	具体的用途
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	上記不動産に係る登記は、登録免許税法別表第３の１０の項の第３欄の第１号に該当することを証明します。

　　　　　　年　　月　　日

○○市長




３－（７）－② 不動産使用証明願（保育所用）　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　（様式例）

	　      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　年　　月　　日

　○○市長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　法人名

　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　  　　　　　　　 (理事長印)
登録免許税法別表第３の１０の項の第３欄の第３号に掲げる登記に係る証明願

　

登録免許税法第４条第２項の規定による登録免許税の非課税措置を受けるため、　下記の不動産に係る登記が同法別表第３の１０の項の第３欄の第３号に該当することについて、同法施行規則第３条第３号の規定により証明くださるよう申請します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記



	
	証明を受けようとする不動産
	所　　　在
	地番又は家屋番号
	地目又は建物の種類・構造
	地積又は

床 面 積
	具体的用途
（保育所名称）
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	上記不動産に係る登記は、登録免許税法別表第３の１０の項の第３欄の第３号に該当することを証明します。

　　　　　　年　　月　　日

○○市長




３－（７）－③ 不動産使用証明願（認定こども園用）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（様式例）

	　      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　年　　月　　日

　○○市長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　法人名

　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　  　　　　　　　 (理事長印)
登録免許税法別表第３の１０の項の第３欄の第４号に掲げる登記に係る証明願

　

登録免許税法第４条第２項の規定による登録免許税の非課税措置を受けるため、　下記の不動産に係る登記が同法別表第３の１０の項の第３欄の第４号に該当することについて、同法施行規則第３条第４号の規定により証明くださるよう申請します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記



	
	証明を受けようとする不動産
	所　　　在
	地番又は家屋番号
	地目又は建物の種類・構造
	地積又は

床 面 積
	具体的用途
（こども園名称）
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	上記不動産に係る登記は、登録免許税法別表第３の１０の項の第３欄の第４号に該当することを証明します。

　　　　年　　月　　日

○○市長




３－（８）第二種社会福祉事業開始届
（注１）第二種社会福祉事業を開始したときは、事業開始の日から１か月以内に提出してください。
　　　　なお提出先は、事業実施場所により異なり、法人所轄庁とは限りません。
（注２）提出部数：届出書、添付書類ともに１部
（注３）社会福祉法以外の法律等で規定のあるものについては、その法律の規定に基づき届け出ることになります。その場合は各施設所管課へ確認してください。
　　※　本事業開始届が必要な第二種社会福祉事業
　　　　社会福祉法第２条第３項
第１号　　生計困難者に対して、その住居で衣食その他日常の生活必需品若しくはこれに要する金銭を与え、又は生活に関する相談に応ずる事業
　　　　　第９号　　生計困難者のために、無料又は低額な料金で診療を行う事業
第１０号　生計困難者に対して、無料又は低額な費用で介護保険法(平成九年法律第百二十三号)に規定する介護老人保健施設を利用させる事業　 
第１１号　隣保事業（隣保館等の施設を設け、無料又は低額な料金でこれを利用させることその他その近隣地域における住民の生活の改善及び向上を図るための各種の事業を行うものをいう。）　　等
様式第18号（第13条関係）
　　　　　　　　　　年　　月　　日
門真市長（氏　　　　名）様
第二種社会福祉事業経営開始届出書
　第二種社会福祉事業を開始しましたので、社会福祉法第69条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。
記
	届出者
	ふりがな
	

	
	法人名又は事業者名
	

	
	ふりがな
	

	
	代表者氏名
	

	
	主たる事務所の所在地
	〒　　－
　　　　　　　　　TEL（　　　）　　　－　　　

	経営者
	（ふりがな）
	

	
	氏名又は名称
	

	
	住所又は主たる事務所の所在地
	

	事業の種類及び内容
	

	条例、定款その他の基本約款
	別添のとおり

	事業経営の方法
	

	事業開始年月日
	


３－（９）社会福祉充実計画承認申請書
様式第11号（第９条関係）
年　　月　　日
門真市長　(氏　　　名)　様
（申請者）
社会福祉法人　　　　　　
　理事長　　　　　　　　　
社会福祉充実計画の承認申請について
　当法人において、別添のとおり社会福祉充実計画を策定したので、社会福祉法第55条の２第１項の規定に基づき、貴庁の承認を申請します。
（添付資料）
・　　　　年度～　　　年度社会福祉法人　　　社会福祉充実計画
・　社会福祉充実計画の策定に係る評議員会の議事録（写）
・　公認会計士・税理士等による手続実施結果報告書（写）
・　社会福祉充実残額の算定根拠
・　その他社会福祉充実計画の記載内容の参考となる資料
様式第10号（第９条関係）
　　　年度～　　　年度　社会福祉法人　　　社会福祉充実計画
１．基本的事項
	法人名
	
	法人番号
	

	法人代表者氏名
	

	法人の主たる所在地
	

	連絡先
	

	地域住民その他の関係者への意見聴取年月日
	

	公認会計士、税理士等の意見聴取年月日
	

	評議員会の承認年月日
	

	会計年度別の社会福祉充実残額の推移
（単位：千円）
	残額総額
（　　　年度末現在）
	１か年度目
（　　　年度末現在）
	２か年度目
（　　　年度末現在）
	３か年度目
（　　　年度末現在）
	４か年度目
（　　　年度末現在）
	５か年度目
（　　　年度末現在）
	合計
	社会福祉充実事業未充当額

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	うち社会福祉充実事業費（単位：千円）
	
	
	
	
	
	
	
	

	本計画の対象期間
	


２．事業計画
	実施時期
	事業名
	事業種別
	既存・新規の別
	事業概要
	施設整備の有無
	事業費

	１か年
度目
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	２か年
度目
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	３か年
度目
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	４か年
度目
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	５か年
度目
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	合計
	


· 欄が不足する場合は適宜追加すること。
３．社会福祉充実残額の使途に関する検討結果
	検討順
	検討結果

	①　社会福祉事業及び公益事業（小規模事業）
	

	②　地域公益事業
	

	③　①及び②以外の公益事業
	


４．資金計画
	事業名
	事業費内訳
	１か年度目
	２か年度目
	３か年度目
	４か年度目
	５か年度目
	合計

	
	計画の実施期間における事業費合計
	
	
	
	
	
	

	
	財源構成
	社会福祉充実残額
	
	
	
	
	
	

	
	
	補助金
	
	
	
	
	
	

	
	
	借入金
	
	
	
	
	
	

	
	
	事業収益
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他
	
	
	
	
	
	


· 　本計画において複数の事業を行う場合は、２．事業計画に記載する事業の種類ごとに「資金計画」を作成すること。
５．事業の詳細
	事業名
	

	主な対象者
	

	想定される対象者数
	

	事業の実施地域
	

	事業の実施時期
	　年　月　日～　　　年　月　日

	事業内容
	

	事業の実施スケジュール
	1か年度目
	

	
	2か年度目
	

	
	3か年度目
	

	
	4か年度目
	

	
	5か年度目
	

	事業費積算
（概算）
	

	
	合計
	　　千円（うち社会福祉充実残額充当額　　千円）

	地域協議会等の意見と
その反映状況
	


※　本計画において複数の事業を行う場合は、２．事業計画に記載する事業の種類ごとに「事業の詳細」を作成すること。
６．社会福祉充実残額の全額を活用しない又は計画の実施機関が５か年度を超える理由
	


（様式例）
	手続実施結果報告書


　　年　　月　　日
	社会福祉法人　○○

	理事長　○○○○　殿


	確認者の名称
	印


　　「公認会計士」「税理士」等、資格を明記すること。
私は、社会福祉法人○○（以下「法人」という。）からの依頼に基づき、「○年度～○年度社会福祉法人○○　社会福祉充実計画」（以下「社会福祉充実計画」という。）の承認申請に関連して、社会福祉法第55条の２第５項により、以下の手続を実施した。
１．手続の目的
私は、「社会福祉充実計画」に関して、本報告書の利用者が手続実施結果を以下の目的で利用することを想定し、「実施した手続」に記載された手続を実施した。

①　「社会福祉充実計画」における社会福祉充実残額が「社会福祉充実計画の承認等に係る事務処理基準」（以下「事務処理基準」という。）に照らして算出されているかどうかについて確かめること。
②　「社会福祉充実計画」における事業費が、「社会福祉充実計画」において整合しているかどうかについて確かめること。
２．実施した手続
①　社会福祉充実残額算定シートにおける社会福祉法に基づく事業に活用している不動産等に係る控除の有無の判定と事務処理基準を照合する。
②　社会福祉充実残額算定シートにおける社会福祉法に基づく事業に活用している不動産等について事務処理基準に従って再計算を行う。
③　社会福祉充実残額算定シートにおける再取得に必要な財産について事務処理基準に従って再計算を行う。
④　社会福祉充実残額算定シートにおける必要な運転資金について事務処理基準に従って再計算を行う。
⑤　社会福祉充実残額算定シートにおける社会福祉充実残額について、再計算を行った上で、社会福祉充実計画における社会福祉充実残額と突合する。
⑥　社会福祉充実計画における１、２、４及び５に記載される事業費について再計算を行う。
３．手続の実施結果
①　２の①について、社会福祉法に基づく事業に活用している不動産等に係る控除対象財産判定と事務処理基準は一致した。
②　２の②について、社会福祉法に基づく事業に活用している不動産等の再計算の結果と一致した。
③　２の③について、再取得に必要な財産の再計算の結果と一致した。
④　２の④について、必要な運転資金の再計算の結果と一致した。
⑤　２の⑤について、社会福祉充実残額の再計算の結果と一致した。さらに、当該計算結果と社会福祉充実計画における社会福祉充実残額は一致した。
⑥　２の⑥について、社会福祉充実計画における１、２、４及び５に記載される事業費について再計算の結果と一致した。
４．業務の特質
上記手続は財務諸表に対する監査意見又はレビューの結論の報告を目的とした一般に公正妥当と認められる監査の基準又はレビューの基準に準拠するものではない。したがって、私は社会福祉充実計画の記載事項について、手続実施結果から導かれる結論の報告も、また、保証の提供もしない。
５．配付及び利用制限
本報告書は法人の社会福祉充実計画の承認申請に関連して作成されたものであり、他のいかなる目的にも使用してはならず、法人及びその他の実施結果の利用者以外に配付又は利用されるべきものではない。
（注）公認会計士又は監査法人が業務を実施する場合には、日本公認会計士協会監査・保証実務委員会専門業務実務指針４４００「合意された手続業務に関する実務指針」を参考として、表題を「合意された手続実施結果報告書」とするほか、本様式例の実施者の肩書、表現・見出し等について、同実務指針の文例を参照して、適宜改変することができる。
以　上
　　
役員・評議員名簿（例）
	役職名
	氏名
	年齢
	住所
	職業等
	役員
資格等
	欠格事由の

該当の有無
	特殊関係
の有無
	任期

	理事長
	
	
	
	
	
	
	
	～

	理事
	
	
	
	
	
	
	
	～

	理事
	
	
	
	
	
	
	
	～

	理事
	
	
	
	
	
	
	
	～

	理事
	
	
	
	
	
	
	
	～

	理事
	
	
	
	
	
	
	
	～

	監事
	
	
	
	
	
	
	
	～

	監事
	
	
	
	
	
	
	
	～

	評議員
	
	
	
	
	
	
	
	～

	評議員
	
	
	
	
	
	
	
	～

	評議員
	
	
	
	
	
	
	
	～

	評議員
	
	
	
	
	
	
	
	～

	評議員
	
	
	
	
	
	
	
	～

	評議員
	
	
	
	
	
	
	
	～

	評議員
	
	
	
	
	
	
	
	～


（注）１　「職業等」の欄は具体的に記入。（職業…株式会社○○社長、△△施設施設長）
２　「役員資格等」の欄は、次に該当するものを記入。
　　　　　　理事：社会福祉事業経営に識見を有する者は「経営識見」、地域の福祉関係に該当する者は「地域福祉」、施設長等に該当する者は「管理者等」と記入。
　　　　　　監事：社会福祉事業に識見を有する者は「事業識見」、財務管理に識見を有する者は「財務」と記入。
３　「役員等名簿」については、社会福祉法第４５条の３４において、法人が備え置くこととされています。なお、必要記載事項は、理事、監事及び評議員の氏名及び住所のみです。

誓　約　書（例）
　　　　　　　　　　　　　　　理　事
私は、社会福祉法人○○○会の　監　事　就任に当たり、裏面の各号の者に該当
評議員
していないことを誓約します。
社会福祉法人○○○会　理事長　様

　　年　　月　　日

住所 

氏名            　　　　　　　　 ㊞  

（注１）役員及び評議員の選任に当たり、役員及び評議員の候補者が欠格事由に該当しないか、暴力団員等の反社会的勢力の者でないかについて、誓約書により確認を行う場合の一例です。

（注２）記名押印又は署名（自署）の場合に、印鑑登録印の押印や印鑑登録証明書の添付は必須では

ありませんが、必要事項を登記する際に、別途必要になる場合がありますので、ご留意くだ

さい。
（裏面）
＜社会福祉法＞
（評議員の資格等）
第４０条第１項　次に掲げる者は、評議員となることができない。

１　法人

２　心身の故障のため職務を適正に執行することができない者として厚生労働省令で定
めるもの（精神の機能の障害により職務を適正に執行するに当たって必要な認知、判
断及び意思疎通を適切に行うことができない者）
３　生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法又はこの法律の規定に違反して刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者

４　前号に該当する者を除くほか、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者

５　法第５６条第８項の規定による所轄庁の解散命令による解散を命ぜられた社会福祉法人の解散当時の役員
（役員の資格等）
第４４条第１項　第４０条第１項の規定は、役員について準用する。
＜社会福祉法人審査基準＞
　第３－１－（６）
暴力団員等の反社会的勢力の者は、評議員又は役員となることはできないこと。
＜破産法＞
（定義）

　第２条第４項　この法律において「破産者」とは、債務者であって、第３０条第１項の規定により破産手続開始の決定がされているものをいう。
就 任 承 諾 書 （例）
　　　　　　　　　　　　　　　理　事
私は、社会福祉法人○○○会の　監　事　に就任することを承諾します。
評議員
就任期間
○○年度定時評議員会の終結の時から
　　　　　　　　　　　○○年度定時評議員会の終結の時まで

社会福祉法人○○○会　理事長　様 

　　年　　月　　日 

住所 

氏名            　　　　　　　　 ㊞  

（注１）各役員及び各評議員が就任承諾の意思表示を文書により行う場合の一例です。
（注２）記名押印又は署名（自署）の場合に、印鑑登録印の押印や印鑑登録証明書の添付は必須では

ありませんが、必要事項を登記する際に、別途必要になる場合がありますので、ご留意くだ

さい。
選　任　通　知　書　（例）
○○　○○　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 理　事
あなたを社会福祉法人○○○会の定款第○○条の規定に基づき、　監　事　に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　評議員

選任します。
　なお、任期は、○○年度定時評議員会の終結の時からから○○年度
　定時評議員会の終結の時までの期間です。
　　年　　月　　日

社会福祉法人○○○会
理事長            　　　　（理事長印）
（注１）各役員及び各評議員として選任された者に、選任通知書により選任された旨を伝達するとともに就任の意思の確認を行う場合の一例です。

選任通知書を交付する場合は、任期毎に交付する必要があると考えられます。
（注２）写しを１部保管しておくことが望ましいと考えます。
	監 査 報 告 書 （例）


　　年　　月　　日　

社会福祉法人○○○会

理事長　○○　○○　　殿

 監事　○○　○○　　　 

監事　○○　○○　　　 

　
私たち監事は、○○年４月１日から○○年３月３１日までの○○年度の理事の職務の執行について監査を行いました。その方法及び結果について、次のとおり報告いたします。

１　監査の方法及びその内容
各監事は、理事及び職員等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事及び職員等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査しました。以上の方法により、当該会計年度に係る事業報告等（事業報告及びその附属明細書）について検討いたしました。
さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該会計年度に係る計算関係書類（計算書類及びその附属明細書）及び財産目録について検討いたしました。

２　監査意見
①  事業報告等の監査結果
一  事業報告等は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示しているものと認めます。
二  理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
②　計算関係書類及び財産目録の監査結果
計算関係書類及び財産目録については、法人の財産、収支及び純資産の増減の状況を全ての重要な点において適正に示しているものと認めます。




４　参考様式（例）
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